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◇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控
除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女

教
育
手
当
に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
二
七
〇
号
）（
外
務
省
）

１

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
に
支
給
す
る
在
勤
基
本
手
当
の
額
を
改
定
す
る
こ
と
と
し
た
。（
別
表
第
一
関

係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
八
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
雇
用
保
険
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
二
七
一
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

熊
本
県
が
設
置
す
る
職
業
能
力
開
発
校
等
の
施
設
及
び
設
備
で
あ
っ
て
、
平
成
二
八
年
熊
本
地
震
に
よ
り
著
し
い

被
害
を
受
け
た
も
の
の
災
害
復
旧
に
要
す
る
経
費
に
関
す
る
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
八
年
度
に
お
い
て
は
、

そ
の
補
助
率
を
二
分
の
一
か
ら
三
分
の
二
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
五
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
発
達
障
害
者
支
援
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令
（
政
令
第
二
七
二
号
）（
厚
生
労
働
省
）

発
達
障
害
者
支
援
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
八
年
法
律
第
六
四
号
）
の
施
行
期
日
は
、
平
成
二
八
年
八

月
一
日
と
す
る
こ
と
と
し
た
。

〔
政

令
〕

〇
在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務
公
務
員
の
在

勤
基
本
手
当
の
額
、
住
居
手
当
に
係
る
控

除
額
及
び
限
度
額
並
び
に
子
女
教
育
手
当

に
係
る
自
己
負
担
額
を
定
め
る
政
令
の
一

部
を
改
正
す
る
政
令
（
二
七
〇
）

〇
雇
用
保
険
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
二
七
一
）

〇
発
達
障
害
者
支
援
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
の
施
行
期
日
を
定
め
る
政
令

（
二
七
二
）

〔
省

令
〕

〇
雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
一
三
六
）
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